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あとがき
筑波大学教育行財政学研究室の平成28年度紀要は、大学院博士前期課程教育学専攻、後期課程教育
基礎学専攻に在籍する大学院生を中心に、人間学群教育学類の学生も加わって、１年間の研究会で積
み重ねてきた成果の集成です。
すでに職を得て業務に取り組みながら研究を継続しているメンバーもいます。初めて取り組んだ研
究成果を投稿したメンバーもいます。また、この時期に学会誌への投稿論文をまとめているメンバー
もいますので、研究会構成員全員が執筆しているわけではありません。
まだ荒削りだったり、これから研究成果としてまとめていくための萌芽的な論稿であったり、研究
テーマも非常に多岐に渡るものが含まれていますが、ご批正をいただきながら一歩ずつ前進できたら
と考えています。
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